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鵜

〔論文〕

日本企業における直接原価計算と活動基準原価計算の実態

佐藤康男

にしようとする場合，訪問調査によるインタビュー

とアンケート調査の二つがある。いずれも一長一

短をもっているが，その調査内容や目的によって，

これら二つの方法を使い分けなければならない(1)。

本稿はつぎの二つの内容については日本企業の

実態を，アンケート調査にもとづいて明らかにし

ようとしている。第１は，直接原I11i計算を利１１]し

ているｎ本企業の実態であり，その目的，方法あ

るいは内容に関するものである。第２は，近年ア

メリカを[|ﾕ心として論議されている活動基準（指

向）原IilIi計算（Activiljy-BasedCosting）に関す

るものである。この原lilli計算手法ほど，提唱され

てから短い間に多くの論文が発表されたものはな

いであろう。それらの大部分はアメリカで発表さ

れたものであるが，この手法がどれだけアメリカ

の企業で孫１１｝され，効果をあげているかという点

はあまり明らかになっていない。

これに関する論文は一部の企業の実例を誇張し

て取りあげられている傾lfjlがあり，それがこれま

での原I11i計算手法と比べて画期的なものであると

過度に主張されている傾ｌｆ１ｊがある。しかし，これ

は後述するようにとくに'一|新しい方法ではなく，

'三１本企業の一部でも使川されているものである。

活動基準原Ｉ１ｌ１ｉ計算という名称は使われていない

が……。本稿では，この方法について日本企業の

実態と考え方を明らかにする。

はじめに

原価計算を11ｺ心とする管理会計の発腿史をみて

も，財務会計の領域と比較すると企業環境の変化

と密接に結びついていることがわかる。財務会計

の主たる目的は，企業内外の利害関係者の調整と

いう色彩が強いのに対して，管理会計はあくまで

も企業内部の管理者が意思決定するのに必饗な情

報システムを構築するという点に主眼がおかれて

いるからであろう。したがって，原lllli計算を｢１.心

とする管理会計システムの今日の基盤は，今ljl紀

の中頃までにアメリカで完成されたとはいえ，企

業規模の拡人にともなう企業組織の変化，生産ラ

インの革新，コンピュータの普及，市場競争の激

化などの企業環境の変化によって，その内容はド

ラスチックに変載を遂げている。

しかしながら，このような企業環境の絶え間な

い変化を直接に肌に感じ，管理会計システムの変

革の必要性にせまられているのは企業の会計担当

者であり，企業外部にいる管理会計研究詩ではな

い。したがって，現実の企業のなかで進んでいる

原価計算および管理会計の変革の内容も，管I【M会

計研究者は知ることはできない。それは企業実践

のなかに入り込むことによって，はじめてその内

容に触れることができるのである。

このような意図のもとで最近，わが陣|の管理会

計研究の中心は，Ⅲ本企業の会計実践の究明にｌｔ１ｊ

けられている。いまや，１．本における管理会計研

究者の僕l心は，欧洲<のジャーナルに掲戦された論

文を綿密に検討し，それを吟味するというスタイ

ルは主流ではなくなっている。それに代わって，

国際的な市場競争の激化のなかでもひときわ強い

存在を示しているＲ本企業の実態を明らかにしよ

うとするアプローチが支配的となっている。

管理会計研究者が日本企業の会計実践を明らか

釈7王

（１）このような日本企業の梼理会計手法を調杏す

るという飛者の妓近のアプローチも，これら二つ

の方法に依存している。前者の訪|H1調査によるも

のとしてはつぎの三つ（90年，９１年，９２年）があ

り，後者のアンケート調在にもとづくものとして

は91年10川９２+'二２月の論文がある。本稲も同じ

Hosei University Repository



3４ 

アプローチによる実態調査にもとづいているｃ が上昇したにもかかわらず，生産高が減少すれば

利益が減るという場合もある。逆に売上高は減少

したにもかかわらず，生産高が増加すれば利益が

増えるというケースもある。

われわれの一般的な考え方からすれば，利蔬は

製,1ｉｉ１１の売上によって実現されるものであり，生産

によってではない。このことは，製品在庫からは

いかなる利益も生まれないという一般的な認識か

らも得られる。それにもかかわらず，全部原価計

算システムでは利益は生産商に依存しており，製

品がllj場で販売されてもされなくても生産高を噌

力Ⅱさせれば，損益計算書上の利益は増えるように

なっている。つまり，イE庫管理を綿密に行なわな

ければ，黒字倒産の危険をいつもかかえているこ

とになり，経街者は示された利益額だけでは企業

の財政状態を〕'111断できないのである。

それに対して，ｉ[I接原価計算では利益は莞｣二商

の変化に対応して増減するので，経営者は全部原

ｌｌＩｉ計算のようなケースを考える必要はない。この

ことから明らかなように，直接原価計算にもとづ

く損益計算書は利益と売上高の関係を直接的に示

していることになり，結果として両者の媒介となっ

ている費川を含めると，利益計画の３要素である

ＣＶＰ関係と結びついていることになる。つまり，

直接原liHi計算は利益計画をＶ:案するさいにも好部

合な構造となっているのである。

さて，このような内容をもつ直接原価計算は，

今日どのような企業で，どれくらい採用されてい

るのだろうか。これは直接原価計算が提唱された

30年代と比べて企業環境が大きく変化しているこ

とと関連しているが，そのｉ１１初の|=|的は今でも変

化していないのかどうかをあらためて考察するこ

とになる。結論からいうならば，直接原価計算の

全部原Iili計算に対する優位性は，少なくとも理論

的な面からはゆるぎないと思われる。そのことは，

原llIii汁算および管理会計のほとんどのテキストで，

直接原価計算と全部原価計算の構造上の差異およ

び直接原lli計算とＣＶＰ関係について多くのぺ￣

ジが費やされていることからも明らかであろう(2)。

それでは，現在の日本企業は直接原価計算をど

のくらい採用しているのであろうか。そして，そ

の比率はわがlllに直接原Iilli計算が導入された時期

と比較して増111]しているのか。それとも減少して

訪問調査によるもの：

．「ハイテク企業の原Iil1i計算と利lMf管理一茨城Ｆ１

本電気のケースを中心として」企堆会計（1990

年10月号）

。「ビール業の原Iilli計算一オリオンピール(株)の

事例一」経営志林，第27巻第４号(1991年ｌｊ１）

．「日本企業の原IilIil;|筧一医薬品業とコンピュー

タ．メーカーの事例一」経営志林，第28巻第４

号（1992年２月）

アンケート調炎によるもの；

.「海外現地法人の会計管理一フィールド・リサー

チー」経営志林，第28巻第３号（1991年１０月）

．「海外現地法人の管理会計一業績評l111iと移転lilli

;格一」経営志林，第28巻第４号（1992年２Ⅱ）

1．直接原価計算と企業環境の変化

直接原価計算とは``変動費”のみを製品原価と

し，固定費は期間費）I}として処理する方法である。

その点では，直接原Iilli計算は変動製品原価計齢:と

も呼ばれるべきものであり，変動費と固定費を製

品原､価とする全部原価i;|･算と対比されるもので

ある。直接原価計算は，1936年にJonathanN

IIarrisが当時のアメリカ原Illii会計士協会（ＮＡ

ＣＡ）のブリティンに発表した“W11atDidWe

EarnLastMonth？”というタイトルの論文に

よって初めて提唱されたものであるとされている。

直接原価計算（direcLcosting）はすでに述べ

たように変動(費)製ｈｉｌｌ原価計算とllYzばれるべきも

のであるが，それが直接原Ｉｉｌｉ計算と呼ばれるよう

になったのは，上述のJonathanN、Harrisの

論文で使用された“directcosLpla1l''という表

現からである(1)。

直接原価計算が提唱された理ｌｌＩは，周知のよう

に営業利益が売上高の変化に対応するような原価

計算が意思決定のために何効であるとされたから

である。今日、一般に作成されている全部原Iilli計

算のもとでは，（営業)利飛は売上高ではなく生藤

向の増減に応じて変化する。つまり，生産高が増

加すれば利益も増え，逆に生産雨が減少すれば利

益も減るようになっている。結果として，売上筒

Hosei University Repository



3５ 

いるのだろうか。このことが明らかになれば，企

業環境の変化によって直接原lilli計算の.匝挽が.１脚大

しているのか，あるいは減少しているのかがわか

るであろう。

Ｒ本企業に１１:〔接原Ⅲi計算が普及していったのは

1960年代であろう。その当時，どれくらいの企業

が直接原llli,;|･ｊｉ１[を孫１１]していたかを示す,illIilffとし

て「企業経憐協会」が実施したものがある“１゜そ

れによると，それぞれの年度別の採川率は表

（１）のようになっている。ただし，’１１MﾄﾞⅡ'17,48年

の２年間は調査が行なわれていない。

そのうち16ｲﾈ|:がl1lji接原II1Ii計算を採)|Ｉしていると

答えており，孫)|]率はおよそ27％となっている。

調査の１J:数はおどろくほど大きい。

もうひとつの実態調査は，1985年に日本大学会

計学研究所によってなされたものである'5)。これ

は調査対象企業725社のうち3]2社から回答が得ら

れているが，１１;[接原価計算の採用状ｶﾞﾑはつぎのよ

うになっている。

まず，このアンケート調査では１１ｲ務識表作成

目的（Wllllill溢雌と完｣二原価の計算:）のために，ど

のような＃iIlllii汁算を採)Ⅱしているかを問い，実際

全部原IIllii汁猟，標準全部原ｌｉ１１ｉ計算，実際直接原価

計算，標準ilLI接原IlIi計算の四つの原価計算システ

ムから選択を求めている。その結果は実際全部原

価計算1631《|：（47.1％)，標準全部原llIi計算85社

(24.6％)，実際１１'[接原価計算48％|<|：（13.9％)，

標flMil1X接併(l111iliI節44社（12.7％)，その他６社と

なっている。合I汁回答数は3461(1:であるから，３４

M：（あるいはそれ以下の企業）が複数１７７１答してい

ることになる。

いま，単純に１１１１答総数のうち'且接原I11i計算を採

用している比率を求めると26.6％となる。また，

管理|=|的のためにどのような原llli1il･猟システムを

採)ⅡしているかというアンケートⅢ|では，直接

原IlIi計猟の孫)Ⅱ率は29.9％となっている。しかし，

これは後述するように，このⅡ!【接原IlIli計算の採用

率はいくぶん削り引いてみなければならない。ま

ず，この調査項Ｈで疑問に思われるのは，財務諸

表作成lirI的のために直接原価計算がなぜこれだけ

の企業で採川されているかということである。今

１１の公表1M･勝Ｉ譜表が全部原IiIli1il猟にもとづいて作

成することが義務づけられていることを考えると，

この数字は理解できないのである。

また，ＩＩＬ[接原IHi計算の採用状況を業種別にみる

と，加]:組Ti型産業がもっとも多く，ついで建設・

電気［と|擁業と装憧型産業が並んでいる。この調

査結果からみると，日本企業~この調査対薑象は

製造雄一における直接原価[汁算の孫111率は20％

台の後半となっているが，すでに述べた理由と後

述する総』'４からかなり割りヅ|かなければならない。

第３の実態調査は，1988年に｢|本会計研究学会

のスタディ・グループ(主査・兼一f春.三教授)によっ

て実施されたものであるが，これはＮＡＡ東京

表（１）直接原価計算の採用率
（％） 

乍腫 3４ 4０ 4３ 46 4９ 

Imii1隣０ﾚﾎﾟ鮒 １７.Ｃ 1５２ 2０．２ 2６．２ 21.6 

'２１ili蝋喘)して繰川 1６５ 1２４ l/1０ 1２８ 1２２ 

(3)臨時的に孫)｢］ 236３３５ 3１２ 32.8 3６０ 

剛鷺ＷｉＺいい 4２．３ 3８８ 34-6 29.2 3０２ 

計 1００ lOC １０(】 '０(］ IＯＣ 

(出所）ｌＩ１ｒＩＴ（1981ｲlZ）136頁より作成

この表の(2)はアンケート調査では，IliIl度外で今

般的に孫川している企業の比率であるが，ｌＷＩｆ[１３４

年だけはこれに“制度外で経常的に”使川}されて

いる企業数も含まれている。しかし，この攻月は

それ以後の年度では削除されている。また，（４）に

は採)Ｉ１していないという企業の外に１１１１瀞のないも

のも含まれている。

この結果をみると，後述する現ｲl：の１１１〔接原価r;｜

算の採用率と比較するとおどろくほどに,(.;いこと

がわかる。昭和46,49年をみると，なんらかの形

で採用しているのは実に70％にもおよんでいるこ

とになる。

ｎ本企業の80+'二代における直接原mi計'１１:の孫)Ⅱ状

況に関する笑態洲査としては，舷近数ｲＩ２ＩＩｌ１になさ

れたつぎの三つがある。

第１の調査は，1982年に香川大学のグループに

よって行なわれたものであるい)。これは調査対象

になった企業914社から608社の回答を得ているが，

イド度 3４ 4０ 4３ '１６ 4９ 

(1) 
制度として係11］

(部分的,余般的）
１７．６ 15.3 20.2 26.2 ２１．６ 

(2) 
lill度外として孫１１１

(全般的）
l()-５ １２.』Ｉ Iｲ1.(〕 1２ 1２２ 

(3)臨|}#的に孫！｢１ 23.6 33.5 31.2 32. 36.0 

(4) 
採用していない

その他
42.3 38.8 34.6 2９ 30.2 

計 100 10〔） 1(〕０ I()(） 100 
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支部が1987年10）]に実施した調査を補完したもの

である(6)。

これはアンケート調査によるものであるが，

833社への発送に対して有効回答数が109社（同答

率13.1％）となっており，これにもとづいて11本

企業の原価計算の状況を明らかにしている。これ

によると直接原Il1iI汁算の採川率は20％となって

いる(7)。

以_'二三つの実態洲査の結果を示してきたが，こ

れからいえることは[|本企業のill1接原ｲilli計猟の採

用率は20％の前半であるということである。たし

かに，香川大学の}｢Irli・井上の調査と、本人学の

それは，２０％の後半の数字となっているが，後述

するようにこれらの数字はいくぶん大目になって

いることは否めないのである。

実態(1)，(2)，(3)－昭Ｗ134～49年の動向一」香川

大学経済論搬，第54巻節１号～第３号（1981年）

（４）ｃｆｊｌ:上信一「生産方式と原価計算(|)，(2)」香

川大学経済論叢，第55巻第２，３／4号（1982年）

（５）［1本大学会計学研究)〕ｆ「会計学IJf究：我が脚

における１%(Iillii汁算の櫛造と課題」1985ｲﾄﾞ．

（６）ＮＡＡ来京支部の調査は「新しい製造環境下

の管理会計-1988年10)1」にまとめられているが，

そこでの'１１|縛企業数は４()社と少なかつﾉこので，スタ

ディ・グループが継続調灘を実施したものである。

ＮＡＡ東京支部の調盗は，もともとアメリカの

ＮＡＡの研究プロジェクトとして1986〈1弓にＲ、Ａ・

Howell等によってなされた調査|ﾉl容と同じもの

を日本で実施したものである。いわゆる日米比較

を意図したものであり，その点では画期的な調査

研究といえよう。さらに，これらの１１米比較に韓

ｌ１ｉｌの実態,淵:侭をⅢⅡえた３１[il比較の論文も発表され

ている。しかし，韓国の調鷺はアンケートにもと

づくものではない。

Ｃｆ阪口ＩＩｌｉ・)IⅢ藤武僑「/'２藤形態の,ﾄｶﾞ度化と原Ｍ１ｉ

計算制度のIIMj向」城西経済学会誌，第24巻第１号

（1989年)，127-161頁．ＩＬ－ＷｏｏｎＫＩＭ＆ＪＡ

Ｓｏｎｇ「Ｕ８．，Korea，＆Japan：Accounting

l｡racticOsin’I1hreeCollI1Lrios」Mallagemenl

AccounLing（ＮＡＡ）August1990.1)l〕､２６－３０．

（７）しかし，このアンケート調査ではつぎのよう

な疑問点がある。たとえば，衝間項'二1に「厳ﾂﾞﾄﾞ案

【|i位では次のどの原価計猟ＩＩｉＩ度を採J1]しています

か（複数ｕ答可)｡」というのがあり，総合・標準・

実際。全部・個別（契約別)・直接・WiI別（プロジェ

クト別）からなるそれぞれ７種類の１%(llii1il･算が掲

げてある。それによると１１'〔接原価計算の採用率は

２０％になっている－採11)していると回答した企業

数を総回鱒数で除している－が，全部原価計算は

３５％であるのでiilij背の合,ilは55％にすぎず100％と

はならない。同じように，，擦準原価計算（44％）

と実際原llli計蝉（37％）を加えても100％とはなら

ない。

この調廊はアメリカのＮＡＡのそれとlIilじ項目

でなされ，’17|じように集計されているが，回答者

の側に原Il1ii汁算の知識が十分にあったとは思われ

ない。したがって，本来ならば直接原IlliiiI･算と全

部原Illi計算の１－ダルが100％にならなければなら

注 釈

（１）WeberCharles，TheEvolulionofl)irecl 

Cosljng,196(;’1Ｊ、１三illi和夫濫修’'１１１１%,i穂択

「i'１〔接原価計算の発展｣香川大学会計学研究寵，1頁

（２）直接原価計節は30年代に提唱されたが，それ

が多くの企業や会１１|研究者のllUで注目をあびてき

たのはアメリカでも50年代の初めであった。しか

し，直接原l脈１弾が全部原I11i計算よりも符lII1I1的

の観点からすぐれているということが，すべての

研究者に認められていたわけではない。

とくに５０ｲ１２代においてOswaldNiolsen，

ＳａｍｕｅｌＲ・Hepworth，ＲａｙｍｏｎｄＰ・Marple，

Ｒ・ＬｅｅＢｒｕｍｍｅｌ等によって展開されたii1[接原価

，汁猟の是非をめぐる－述の論文は“直接1ｉ(IlIi1汁節

論争”としてｲI斜である。しかし，これらの論争

は経営内部目的に限定すれば，iiLI接原Iilli計･↑）i[の有

川性を認めるとする見解が支持を得られた形で終

結することになり、以後それについての瓜,術はな

されていない。

（３）これは企業経営'協会の原価計算研究会がＷｌ和

馴年から49イドにわたって，ほぼ毎年継続して行な

われたものである。そのアンケート調益の$,IfLlLは，

以下に掲げる丹111大学の、『１J論文によって詳細に

分析されている。資料の収集がＭＩＩ難ということも

あって，ここでのi氾述は、''1論文にもとづいている。

cflll中嘉穂「わが[刊におり･る'１'〔接原価計猟の利H１
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|['１答を得たが，そのうち直接原l111i｢;1節を採１１)して

いない企業が９１(|:あった。

したがって，本稿で直接原価,汁算に|則する記述

の調査対象企業となったのは:111《|:である。ちなみ

に，これら２１Tilの調査をトータルすると，これま

での調査でIllLi接原価計算を採川していると回答し

た企業921《|:のうち，今回の調査で採|Ⅱしていない

と同答した企業は18社（20％）にもおよんでいる。

２１iTlの洲査でアンケートを郵送した企業は92社

であるが，イ｣.効回答数は59社（ｲｧ効'''１答率64％）

であった。また，そのうち直接原IilIi1汁筑を孫川し

ている企業は41社であり，それらの紫種別内訳は

表（２）のようになっている。もちろん、調査内容

が原I肺|算であるから製造業を対象としているが，

電気機械が多いのはアンケートの郵送数が多いか

らであって，とくに業種別に特徴づけることはで

きない。

ないのに－この項目についてはjl1Ul1l群なし（調査

荷に確認済)-55％になっているので，この渦街

結果は全iliiil9に支持することはできない。

Ｃｆ阪、仲・》１１雌武備，上掲論文．ppIl2-I4a

2．調査方法と調査対象企業

最初に述べたように，本稿のひとつのⅡ的は，

企業曝境の変化によって直接原ＩｌｌＩｉｒｉｌ･jixのもつ木米

的な意義はどのようになっているかをアンケート

調査によってⅢ]らかにすることである。つまり，

直接原1,11i計算を孫11]している企業はどのような方

法で行ない，それによってどのようなメリットを

得ているのか，あるいはどのような''１１題点をもっ

ているのかを実証するのがここでの主たる眼'-1で

ある。

この調査はlI1〔接原llliif算を採｣Ⅱしている企業が

対象となるので，それらの企業を特定化する必要

がある。そこで，これまで掲げた二つの実態調査

の結果から得られた直接原価計算の採111企業をア

ンケート調査対象とすることにした。とくに，［１

本大学の会i;|･ﾊﾅt研究所の調査結LlLを全i(Ii的に利)|」

させていただいたことが，木調査のl11illIIと斑Ⅱlの

節減に役.}ねた(')。

このアンケート調査は２回にわたって尖施され，

第１回目は91年３川に70社に郵送し，３５ﾈ|:から向

答を得た。この時期は企業の決算期に､１１たってい

るにもかかわらず，５０％の回収率を示したことは

かなり好結果であった。しかし，３５社の企業のう

ち直接原lllii;|･猟を孫11]している企業は261《|:（74％）

であり，残りの９ﾈlzは採)Ⅱしていないと１１１１答して

きた。１１１【|鋤lIIIiiilji1:を孫)i]している企業を対象と

したにもかかわらず，このような結果になったの

はアンケート調査のバイアスがかなり問いことを

示している。すなわち，アンケート調査の同答者

によって－原lilIi計算に関する知識のｲj無あるい

は同じ企紫であっても｣二場ごとに原lIlli計蝉の方式

は異なるので－その結果は異なるのである。

直接原価;''１１:を採川している企業数を多くとる

ために，第２１１１１１－|の調査を91年７)｣に尖施した．

ここでの対象企業は，第１回１１の調街で無１両1答だっ

た23社と，新たに直接原価計算を孫川している企

業22社の合計'15社であった。そして，２４ﾈﾋから

表（２）業種別回答企業数

堆種｜（Ａ）｜の）

}Ｅ気機械 １３１１２ 

食料品 ５１３ 

化学 ８１6 

ｒ１ｍｊ【|〔・部品 I 

Ｊ１：鉄金鵬３１１１

繊維３ リ

1侭薬３ ９ 

建設 、

その他’１３８

計’５９へ４１亡】

(Ａ）：何効回答企業数

('3）：il7接原価計算を孫１１]している企葉数

また，衣(3)では売上高規模別企業数が示され

ているが，これは直接原価計算を孫川している企

業の内訳である。ここでは上場企業が対象となっ

ているので，売上高が500億から1,000億円の企業

と，それ以上で5,000億円以卜の企業の数が多い。

したがって，ここでの結果はそれを反映しており，

llI[接1ﾙ(IlliiiMIの孫111と企業規模も|兇|巡づけること

はできない。もちろん，ここでの対象企業は，口

本人学の突態調査で直接原価計算を孫川している

と回答したものだけに限定しているので，無回答

の企業内容については不明であるが(2)，全体的な

堆種 (Ａ） (Ｂ） 

ｉＥ気機械

食料品

化学

｢|助【１１.部品

Ｊ１：鉄金鵬

繊維

医薬

建設

その他

合計
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傾向についてはそれらを含めてもあまり変わらな

いであろう。つまり，ｌ削妾原llli,;Illi):の採''１と災禰・

規模の問には関連がないといえるであろう。

lil71向名詞を使１１|して事`情を説明するわけにもゆか

ないので，岐初の質問であらためてF僑忍したので

ある(1)。

ところで，現在，直接原価計算を採用している

企業は，いつ頃それを導入したのであろうか。そ

れを示しているのが表（４）である。これから明ら

かなように，今回の調査で直接原価計算を採用し

ていると|可答した企業41社のうちおよそ70％に相

､Liする29社は，昭和30年代（1950年代半ばから６０

年代半ば）と，昭和40～50年代（60年代半ばから

80年･代半ば）に導入している。

表（３）売上高規模別企業数

500億円

以下
1,000億円
以下

5,0001iiflU 
以下

5,000億'1］
以１ｓ

売上高

企業数 ８ 1４ 1６ F１ 4］ 

（１）直接原価計算を採用している企業名は，香川

大学の井上信一教授から101K'1，そしてＨ本大学の

調査にたずさわった,Wi橋史安教授から100社のリス

トをいただいた。したがって，この調査の対象と

なった企業は，いずれもこれら二つの調櫛で面接

原価計算を採用していると回鵜したのであるが，

後述するように今回の綱`fでは採)|]していないと

回答した企業がかなりあった。

（２）日本大学の凋査では，対象企業は東証１部上

場の製造業並びに非製造業のlMIj725社であり，回

答企業は312社（l1jl答率43％）である。しかし，そ

のうち直接原IlIi計算を採用している企業は製造

業一建設業を含めて－であり，今回の調迩でも

それらが対･象となっている。

表（４）直接原価計算の導入時鄭

昭和20年
以ｌＭｉ

111W､２０ 
年代

ＩＩＢ和別

年代

lWm40年

~50年代
昭和６０
年代

不明

(未記入）
年代

企雌数 １ ２ IC １９ ８ ６ 

妓初に述べたように，直接原価計算がアメリカ

で提Ⅱ目されたのは1936年（1W(和11年）であるが，

それがアメリカの産業界に普及していったのは５０

年代である。それは，すでに述べた直接原価計算

論争の時期である。そして，わが国に導入された

のは，先に示した「企業絲徴協会」の調査からも

わかるように，それから１０年後の60年代というこ

とになろう(2)。表(4)でもっとも多く導入された

Ⅱ洲は昭和40年代から50年代となっているが，そ

れを40年代と50年代の二つに区分してもほぼ半分

ずつになっている。すなわち，昭和30年代の中頃

からE１本企業に導入された直接原価計算は，４０年

代，５０年代にわたって同じようなペースで浸透し

ていったことがわかる。

この時期における日本生産性本部の役割も，ア

メリカの会計システムの導入を考えるさいに忘れ

ることはできない。とくに，設立された昭和30年

(1955年）からアメリカへ産業視察団を送り，当

時のアメリカにおける一流企業の経営および会計

Ｆ法の実態を学び，それを１－１本企業に普及させる

という先駆的な役割を果たしている。たとえば，

IWF1130年の視察団のレポートではジェネラル゜フッ

ズ（GeneralFoodsCorporaLion）の利益計画の

り|例が述べられている。そこでは直接原価計算と

いう)|]語は便11ｌされていないが、プロダクト．

３．調査結果一直接原価計算の現状

（１）直接原価計算の導入

アンケート調査の最初質問事項は「貴社では直

接原'１１１計算を採川していますか。該当する蒋号を

まるで'１１】んで下さい」であり，つぎの'J9つの項|=１

を掲げた。

（１）採用している（いつ頃からですか）

（２）以前は採)|]していたが，今はしていない

（３）今は採川していないが，将来は考えている

（４）現在も採)Ⅱしていないし，将来も考えてい

ない

この結果はすでに示したように，直接原llIi計算

を採用している(1)が４１社，採川していない(3)が４

社，(4)が14社となっている。もちろん，この調査

対象は｢1/|頁大学の調査で直接原llli計算を孫ll1して

いると同答した企業であるが，今lT7lの調査でその

売上高
500億円

以下
1,000億'9
以下

5,000億|】」
以下

5,0001MjilI］ 
以上

計

企業数 ８ 1４ 1６ ３ ４１ 

ｲＩＦ･代
昭和20年
以lMi

111WU２０ 

年代

ＩＩＢ和３０

年代

１W和40年

~50年代
昭和６０

年代

不明

(未記入）

企災数 1０ 1９ ３ ６ 
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ミックスの説明とか，Ｐ／Ｖ比率などにも言及さ

れている(3】。

また，昭和35年の視察団は当時における｢Ｍｘの

代表的な鉄鋼会社のメンバーからなっていたが，

その報告書ではアメリカおよびわが'五|の鉄鋼会社

における直接原.価計算の採用状況について述べら

れている")。それによると，当時のわがIIJの鉄鋼

業では，直接原価計算を採用している企業は４０

％-43社r1.17ﾈ|:－におよんでいた。それに対

して，訪問したアメリカの鉄鋼会ﾈ|:では７社のう

ち３社が採):Ⅱしていると答えたという。鉄鋼業は

当時においては国の基幹産業としてリーダー・

シップをとっていたとはいえ，かなりの普及率と

いえる。

このような実務家のアメリカ企業の訪問に加え

て，会計研究者による原価計算の''１版が|;Ⅱ次いだ

のも昭和30年代である。この当時の原価ｉｉＩ･猟に|兜

する文献はほとんどアメリカの研究者の紹介が主

だったので，それらは実務家にインパクトを与え

ると同時に，直接原価計算は進歩的な管理会計の

代名詞のように産業界および学界にまたたく間に

広がっていったのである。

，』ｻﾞとして，直接原賑'一算方式を孫川している

(3)経理あるいは原価計算のセクション・レベ

ルで，伽|あるいは年度末に直接原価計算方

式で計猟し，部内の資料としている

(4)ときどき臨時的に原価計算セクション内部

で試算している程度である

その結果は(1)が31社，(2)が５i(|:，(3)が５社であっ

た。もちろん，ここでの前提は，もし，重役レベ

ルの会議に１１{〔接原価方式の報告沓が提|{{されてい

たら，それ以下のレベルの会議にも､'1然に使用さ

れている，ということである。(3)の経理あるいは

原価計算のセクション・レベルでの資料として採

用している企業を除けば，直接原価計算をⅢいて

いるのはもっと少なくなるであろう。

さらに，全社的なレベルで，つまりこの調査で

いえば(|)の状UILがlilI接原価計算を孫１１]していると

いえる企業であるとするならば，その孫１１１率はさ

らに少なくなるであろう。［1本大学の調査の回答

企業数は312社であり，直接原価計算をなんらか

の形で採川していると回答した企業はおよそ

100社であるが(5)，そのうちの591(|:から回答を得

て，(1)の状態で|画接原価計算を採川している企業

は31社にすぎない。これから港えても，わが国で

全ﾈ|弓的なレベルで直接原･価計算を孫川している企

業の比率は１０％台前半であるといえよう。

つぎに，直接原価計算を採)しⅡしている目的につ

いての頂上1であるが，以下のような質問をした。

｢貴社では，どのような'二Ｉ的で直接原'1F計算を使

用していますか。もっとも重要なl-l的からlllfiに数

字の１，２，３，４，５を（）のなかに記入して下

さい。

（１）利益i;|･画および予算編成と関連づけるた

め（）

（２）販売llli格を決定するとき，下限価格の参照

とするため（）

（３）｜渕定flfの配賦をしない|iiiの状態で製品別損

溢をみるため（）

（４）ljHI11i徹;理（コスト・ダウン）に役立つた

め（）

（５）その他（具体的に； ）（） 

（２）直接原価計算の採用内容

直接原価計ji1:を採１１]しているといっても，その

内容はさまざまであろう。たとえば，原価ｉｉＩ･算担

当者が自分で単に直接原徽価計算方式で試算してい

るにすぎない場合でも，アンケートには採川して

いると回答するかもしれない。また，同じ原Iilli計

算担当者でも，そのような試算をしていない人間

が回答するときには採１１Ｉしていないと記入するで

あろう。アンケート調査の難点はこのようなケー

スを区分できないところにもある。

そこで，今ITT|の調査ではつぎのような質問項目

を設けた。「貴社では直接原価計算をどのような

レベルで便川していますか。該当する番号をまる

で囲んで下さい」つまり，これは企業内における

使用内容を問うものであるが，それらはつぎのよ

うなものである。

（１）重役会レベルのkl例会議に，０１〔接原価計算

方式による損益計算書などの月次報告苔を提

出している

（２）事業部レベルの月例会議あるいは臨時報告 直接原価計算は管理目的のために行なわれるの
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であって，財務会計'二Ｉ的ではない。したがって，

ここでは管理目的の内容だけを掲げているが，そ

の結果はつぎのようになっている。

ただ一方において，事業部別の損益をみるため

には直接原,価計算方式のほうが好都合であるとい

う指摘は，企業訪問のさいしばしば聞かされる点

である。これは全部原,価計算における製造IiM疋費

の製品別llidll(に対･する不信感があると思われる。

それゆえに，製品別の収益力は限界利益で把握し

ようとするのであろう。しかし，その場合，固定

費の管理は部門別，費卜Ｉ別γ算管理に依存するこ

とになろう。

さて，企業が直接原llli計蝉を採用しているとき

の原価要素はどうなっているのであろうか。「丘

社の直接原価計算における直接原価（製造原･価）

とは，どのような原価要素からなっていますか。

該当する番号をまるでlJ11んでlごさい」という質問

をして，つぎのような項'－１を掲げた。なお。右側

の数字は回答企業数を示している。

（１）直接材料費１２

（２）直接材料費十直接労務費０

（３）｜凰懐材料費＋直接労務jHi-l-直接経費１５

（４）直接材料費十直接労務fIi-I-直接経費

十変動的間接費９

この他に，直接材料費と直接経費を製造原Iilliと

している企業が４社，これに変動的間接賀を加え

ているという企業が１ネヒあった。これからわかる

ように，１１１[接,材料費のみを製造原価としている企

業と，直接製造原HITで行なっているのが多い。こ

こで問題となるのは，わが国では直接労務費は残

業代を除くと固定費であるから，直接原価に含め

るかどうかという問題である。今回の調査では，

直接労務費を含めている企業は24社，含めていな

い企業が17社であった。

このような固定費的な性格をもつ直接労務費

を(6)，直接原IilIi計算を採川している企業で製造原

価に含めるのは一定の理由があるからであろう。

そこで，「１１１〔接労務費を直接原I1Iiに含めると回答

されていますが，直接工の賃金は固定費(給料制）

のケースが多いと思います。それでも直接原,価に

含める理由はなんでしょうか。簡単に教えて卜.さ

い」という画問をしたところ，つぎのような''７１答

があったので内容を整理して以下に掲げることに

する。

・この場合の直接労務費とは，出来高払の請負

労務費のみを算入している

表（５）直接原価計算の採用目的

1】iii~lI1L 1位 2位 3位 4位 5位 計

１１２５１５１７１３ ４０ 

－
２
 ９１４１２０２１３５ 

： ４１６１１１１８ 3９ 

４ ９１０１］７１４ 4０ 

： ２ ２１５ I 

計’４０１４０１４０１３５１４１１５９

ここでの'''1答方法は，それぞれの||的のうち'１１

要性に応じて1位，２位の番号を記入するのであ

るから，どの目的がもっとも重要視されているか

をみるためには，表（５）の数字にもとづいてポイ

ント化すればよい。すなわち，それぞれのllljli位と

は逆に１位４点，２位３点，３位2凧４位1点－

５位の（その他）は少ないので除外一としてポ

イント化すればつぎのようになる。

(1)利益計画および予算編成；132点

(2)販売価格の決定；５５点

(3)固定費配賦前の製品別損益をみる；９１|点

(4)原･価管理；］04点

本稿の最初に述べたように，直接原価計算はも

ともと売上高の増減に対応して損益が変動するよ

うな原価計算方法の構築をめざしていたのである

から，利益計画一つまり，ＣＶＰ|災}係一のた

めに役立つというⅡ的がもっとも璽要視されてい

るのは当然である。また，製品別の限界利益はそ

の製品の市場競争力を示しているのであるから，

(3)のポイントが商いのもうなずける。

しかし，（４）の原IiIli管理目的が(1)に次いで第２位

のポイントをあげているのは，はなはだ理解でき

ないところである。直接原価計算では固定費は期

間費用として処理され，製品別には|W[１１賦されない。

しかし，原価智理は製品別原価をターゲットとし

て'１１発するのであるから，Ii1il定jl1iを含まない直接

(変動）原価ではその効果がないと思えるのであ

るが……。しかも，変動費は材料費を除くとあま

り低減する余地は少ないし，原価構成比率も小さ

いと考えられる。

１位 ２位 3位 4位 5位 計

７ ３ 

2(） 

８ 

４ 

計 3５ ４ 159 
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（３）企業間競争の激化．グローバル化は価格競

争.をもたらしているが，l1lii格下限のメルクマー

ルとして限界利益は考察の対象となる。

（４）コンピュータの発達・普及は情報処理コス

トの低下をもたらし，血接原｛llIh汁算と全部原

価計算の両方を採用しても,時間およびコス

ト|iiiで負担にならない。

このようにみると，直接原価計算のもつメリッ

ト，それを採用するための企業環境から考えて，

わが国のl1i[接原･価i汁算の利)']度合が低いのはどこ

に原因があるのだろうか。たしかに，生産ライン

のＦＡ化によってＩ１ｌｒ'定費の増大をもたらし，直接

原価計算を採用しにくいという面もあるが，、伝統

Ｉｉ１Ｏな全部原liIli計算に慣れてしまって，この原価計

算の手法および利点を知らない企業も多いと思わ

れる。

・残業代なども多いので，変動費と割り切って

いる。しかし，下限価格の判断には１１１１接労務

費を除いている

・外注のウエイトが商いために外注費（外注川

」二謎，完成品買取価格）との比較をするため

である

・原価管理のために含めている

。工事金額に占める直接労務費の比率が高いた

め，工事毎の原価計算には欠かせない（建設

業）

・製品原価の算定には含めなければならない

。［数管理が整っているので，労務費は操業l災

に応じてコントロールできる

.受沈雄瀧なので直接労務費を算入して，今後

の見積資料にしたい

。工場全体では固定費であるが，機種別に考え

た場合には変動費となる

・直接労務費を製品原価に算入させることによっ

て，製造部門の管理責任であることを明確に

するためである

・多品種生藤であるために品目別直接作業時ｌＩＭ

の管理を虹視しているために，それをベース

とした直接労務費も含めている

以上のような実態調査の内容から，現ｲ1言におけ

る直接原価計算の意義はつぎのようにまとめるこ

とができる(ｱ)。

（１）企業規模の拡大・多様化は，大企業に4j業

部制の導入をもたらし，Ｌｌｆ業部ごとの予算。

損益計算が中心となり，それが直後原,価計筑

の採用と結びついている。

（ｲ）（製品別）事業部単位では変動鍵と固定世

の区分は会社単位よりも容易であるが，そ

れぞれの製品に共通な固定費の存在がある。

（ﾛ)Llj:業部長は製,1,11,別の損益iil･算を醜視する。

それによって，コスト・ダウンの重点箇所，

生産中止を含む生産方法の見直しなどを決

定するが，それは固定徴を配賦する前の限

界利益によって判断することが妥１１１となる。

（２）固定資本の増大は，減価償却費。設備維持

変などの'１M接費の蝋大をもたらし，その配賦

の問題が重要視されるようになった。そこで，

この問題を避ける方法として直接原価計算が

採用される土壌がある。

（３）直接原価計算の形態

H1[接原llli計算の形態を調査するために，実際

原価で行なうのか，あるいは標準原価iなのかにつ

いて質問したが，その結果はつぎのようになって

いる。

(1)実際Ⅱ虻接原価計算２５社

(2)標準111〔接原lilIiil算２０社

ここでlnl答数が採川企業数の41社を上回ったの

は，実際と標準の両方を便１１]している企業が４社

あったからである。その理由は，工場によって原

lilli計算の形態が異なるとか，受注品と見込品とで

使い分けているとか，財務会計と管理会計では違

うというようなことである。

わが'曇|で標準原Iilli1汁算がどの位の比率で利用さ

れているかというデータも，本稿で掲げた実態調

査によって異なるが，アメリカよりはいくぶん少

ない１K場企業のほぼ半分と幹えてよいであろう(8)。

したがって，直接原･価計算も実際と標準の比率は，

この調査で得た結果が妥当であるといえよう。

さて，［IIL接原価;|･算を採１１北ている企業が，現

状のシステムにどの程度に満足しているかを調べ

るために，「貴社の11L[接原Il1i計算はMj初の||的に

とって有効ですか」という質問をしたらつぎのよ

うな結果を得た。右側の数字は回答企業数である。

(1)非常に役立っている２３社

(2)ある程度役立っている１７社
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(3)あまり役立っていないＭ：

理由；イ変動費とl71r1定費の区分が困難で

ある

ロ利１１１者がill〔接原価計算を良くr1M

解できない

ハlIIrl定費の比率が大きくなって

いる

二その他

（具体的に： ） 

少なかったことである。現在では，原･価計算その

ものはコンピュータで行なっている企業が多いと

思われるが，111〔接原価計算から全部原価計算への

変換，あるいはその逆の計算は手作業に依存して

いるようである。

また，全部HMlii汁算と１１１〔接原価計筑を平行して

行なっている企業は11社あったが，この場合は

コンピュータによって行なうので，このような二

重システムをもつことができるのであろう。つい

でに，(1)の作業はどのくらいの時間を要するかを

たずねたが，２社を除いては記入をして貰えなかっ

た。その２社のＩｒ１ｌ答は１時ＩＭｊと３時１１１１であった。

両原価計算の;'１|瓦の変換に要するilそ味時間はわず

かだと思われるが，インプットのための準備作業

が含まれているのであろう。

（4)は２社あったが，そのうちの１社は直接原価

計算を経理あるいは原価｢汁算のセクションレベル

で実施している企業であり，必要なときにのみ

作成しているケースであり，もう１社は決算時に

まとめて全部原Iil1i計算に修11;していると回答して

いる。

直接原価計算を採用している企業は，製造原価

に占める変動磯の割合が比較的に商いのではない

だろうか，という推論が一般になされるであろう。

変動澱の比率が商ければ，全部原価計算の製造原

価とあまり大差ないからである。

そこで，製造原価に占めるそれぞれの原価要素

の割合についてたずねたが，その結果は表（６）の

ようになっている。直接原IilN計算を採１１]している

企業は41社，採川していない企業は18社であるが，

原liHiMi成比率を記入していないのが，前者で３肱

後者で２社あったので，それぞれの該当する企業

数を前者は33社で，後者は16社で割って比率を求

めている。しかし，直接材料費を除く他の原(|､笈

素は比率を表わす横合計が100％にならない－

直接労務費のＢだけは100％－゜これは直接労

務費がなかったり－たとえば，建設業一直接

経費や製造間接賀のいずれかがない場合があった

からである。表(6)では直接原価計算を採用して

いる企業(Ｂ）と採用していない企業とに|茎分して

比率が示されている。

直接原価計算を孫11jしていて役に立たなければ

､'1然に廃止するはずであるから，(1)と(2)にI可答が

くるのは了jl1llできる。ただ，(2)が17社あったこと

は，Ｆ１分の企業の会計システムをなるべく良く見

せたいという回答瀞側の企業;鰍Ｉを考川iすると，

現在のシステムに満足していない企業もかなりあ

るといえるだろう。

さて，今Flの公表財務諸表はいうまでもなく全

部原価計算にもとづいている。したがって，直接

原価計算を採１１]していてもなんらかの形で全部原

価計算も行なわなければならない。そこで，「財

務諸表を作成するためには全部原価計算方式が必

要になりますが，Ｂｉ社ではどのようにしてiili者を

,;l･算していますか」という質問をしてつぎのよう

な項目を掲げた。

(1)コンピュータ・プログラムによって全部原lilli

計算による損益計算書から直接原価計算に

よる損益計算禅へ，あるいはその逆の変換が

’二J能なので，その作業はあまり１１州|がかから

ない

(2)全部原価計算と1嵐接原価計筑を平行して行なっ

ている

(3)直接原価計算にもとづく損益計算書を月末あ

るいは年度末に，｜l1fI定f1iの調整を行なうこと

によって全部原'117計算方式に変換する

(4)その他（具体的に； ） 

この結果は(1)から５者，(2)が11社，(3)が23社，

(4)が２社となっている。ここで意外だったのは，

(3)の方式がもっとも多く採川されているにもかか

わらず，それと内容的には同じである(1)の手法が
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表（６）原価榊成と織成比率
(％） 

11,1蕊~IIiif
以下20％ 20％-50％ 51％-80％ 81％以上

Ａ Ｒ Ａ Ｂ Ａ Ｒ Ａ Ｂ 

ILX接材料饗２５ ６ 鵬 ９ 4４ 5月 ６ 剛

il1i接労務費’８１ 8８ 1３ '２ Ｕ ０ 、 Ｕ 

111[接経lＨｉｌ３８ 6７ 鞠 '２ 1８ Ｕ ６ 、

製造間接ＹＨ’６９ 7３ 1９ '２ ８ ０ Ｕ 0 

Ａ；直接原Iilli計算を採用していない企業

Ｂ：臓接原lllii;･Ｉ･算を採用している企業

ここで特徴的なのは，直接原価計算を採川して

いる企業の直接材料費の比率は，採川していない

企業のそれよりもかなり高いことである。しかし，

それ以外のことはこの表ではいえない。ただ，全体

的にいえることは，わが国における直接労務費の比

率はかなり低くなっているということである。

アンケートの最後に，「貴社における現在の原

､価計算における問題点があったら教えて下さい」

という質問をしたが，これに対して19社からさま

ざまな意見がよせられた。以下に，その内容を簡

単に掲げることにするが，いくぶん筆者の考えで

補足している。

・原lllii;I･算基準にもとづいて間接費の配賦を行

なっているが，生産ラインが基準設定時とは

変化しており，直間比率が大幅に変動し，矛

盾が生じている。

。建設業ではＴ事現場ごとの原,価計算が義務づ

けられており，各現場間に共通する原価（１１１１

接工事費）については施工高基準（工事の進

捗度合）によって配賦しているが，この方法

は正確な原価を把握するのに妥当であるのか。

・標準原価計算を採用しているが，原材料の標

準と実際の差額が大きくなり，どれが真実の

原`価かつかみにくい。また，直接原･価計算か

ら全部原価計算へ変換するさい，原価差額と

固定費の期末在庫への調整額をあらかじめ予

想を立てにくい。

.|川按経萱の各工甑への配賦は複数の按分Ｊ１ｆ

準一次節で述べる活動基準原`価計算に準じ

た方法一を採川しているので，メーカーと

は蝿なるが問題はない。

。原lilm汁算に関する事務の軽減をめざしている

が，逆にきめ細かな管理のニーズも要求され

ており二律背反’性の状況にある『，

･多/1,1,極少'1(生産のため，製品ごとの|)j〔Ｉ１ｌｌｉｉｉＩ･猟

をフォローするのが大変である。

｡IMI接費の配賦をマンアワーで行なっているが，

生産ラインの自動化によってそれで良いのか

どうかで迷っている。

･現状の問題点としては原価計算のスピードアッ

プ化，原価を媒介とする各部門間の情報のネッ

トワーク化を進める必要がある。

.ＫＤなどの海外生産に対応できる原価計算シ

ステムの構築が必要である。

｡医薬品業界ではこれまであまり原価に重点を

おかなくても業績を維持できたため，直接原

価i汁算についてのトップの認識が甘い。

･経常多角化に対･応する原価計算システムのドル

簗が|Ｎ雌である。

｡標fli§lilli格の改訂は半年ごとに行なっているが，

為替，原illlI11i格の変動などの外部婆|水lのため

に，採算点の把握がむつかしくなっている。

日本企業の原価計算担当者は，業種および企業

規模，そして生産形態によってさまざまな問題点

をかかえているが，共通していることは企業環境

の変化によって製品原価の算定がむつかしくなっ

ているということである。それと同時に，何が

“111実の原Iilli”であるのか，という原価計算の命

題にぶつかっているように思える。

しかし，筆者の企業での実務経験と照らし合わ

せると，企業における原価計算担当者の地位は確

実にｌｒ１ｌこしているし，メーカーであれば経理部ｌ１ｌ

の':|】心的な役割を果たしている。それは新入社風

の絲理マン教育がI:場での原価計算から出発する

ことが多いことからも明らかであろう。それにし

ても，水稲の内容とは直接に関係ないが，Ｆ１本企

業総理マン教育に問題があると思う。大企業では

20％ 

Ａ 

以下

Ｂ 

20％-50％ 

Ａ Ｂ 

51％-80％ 

Ａ Ｂ 

81％以上

Ａ Ｂ 

i1瓦接材料没 2５ ６ 2５ 4４ 5５ 3０ 

illI接労務費 8１ 8８ 1３ ０ ０ ０ 0 

'１１〔接経践 3８ 6７ 2５ 1３ ０ 

製造間接斑 6９ 7３ 1９ ６ ０ ０ 
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ＯＪＴ以外に，一定のプログラムによる社内教育

システムをもっているが，上場企業でも犬３１K分の

会社は系統立った経理マン教育を行なっていない。

それが，ＩＩＪ接原Iilli計算の普及あるいは新しい生産

システムに対応する原価計算の改善を妨げている

一因になっているのかもしれない。

（７）佐藤康男「企業環境の変化とiil[接原価計算の

恵溌」M1llli計算（日本原価iil算研究学会）No.３１

（1991年)，18-19頁。

（８）すでに掲げた日本大学会計学研究所の調査に

よると，標準原価計算の利用率はおよそ40％になっ

ているが，ＮＡＡ東京支部のそれでは53％となっ

ている。それに対して，アメリカでの標準原価計

算の採用率は66％であるという調査もある。

ｃ｢・Schwarz}〕ａｃｈＨ．Ｒ､，ＴｈｅｌｍｐａｃＬｏｆＡｕｔｏ‐

ｍａ[iｏｎ【)nAccountingforlndirectCosts，

ManagementAccounting，ＤＧＣ、１９８５

（１）アンケート調査の依頼状では，「１１１社の脳する

業界および有Iilli証券報告響などの分析から直接原

価計算を採用されているのではないかと思われる

企業として賞社を選択させていただきました」と

いうようにして，日本大学の調査にはふれていな

い。これは情報の提供者からあらかじめそのよう

な要諭があったからであるが，そのために今ｌＩ１ｌの

調査の鞘度は問くなったといえる。

（２）ＮＡＡの符理会計シリーズの棚i)<が１１本生産

性本部から出版されたが，「直接11期I1ii;|･鰍」（染谷

監訳）が出版されたのは昭和38年である。前年の

昭和37年に「原価計算基準」が設定されたことも

あって，この時期は経営学ブームの後じんをはい

したが，まさに原価計算ブームといっても良い時

期であった。しかし，原価計算へのコンピュータ

の導入はまだずっと後のことであり，この時期は

“下lulしi;|･算器''で製造間接趾のlWdllIii,汁算がなさ

れており，１部の大企業ではパンチカードシステム

が導入された頃である。

（３）{二1本生産性本部「経営管理と原価管理一コス

ト・コントロール視察団報告i1トー」昭和32年，

第４章。

（４）｜｣水ﾉﾋ産性本部「アメリカ鉄鋼業における原

価符f1l1-鉄鋼業原価管理専|]']視察ｌＪｌｆｌｉｌ告１１ドー」

昭和36年，第５章。

（５）財務諸表作成目的のために直接原価計算を採

用している企業が26.6％，管理'二|的のためには29.0

％となっているが，複数回答をしている企業もあ

るので，採用企業はおよそ100社であろう。

Ｃｆ１１本大学会計学研究所，上掲１１１，15-17頁。

（６）企業によっては直接労務YHをつぎのような理

由から(準)変動費として扱っているところもある。

それは残業代が多いこと，パートタイマーが多い

こと，そして操業度の変動に応じて直接工が事業

部間を移動するからである。

４．活動基準原価計算

昨年の春に実施した直接原価計算に関する調査

のさいに，今|]，アメリカの学界，実務界で注付

をあびている活動雑準原｛illi計算（AcLiviLy-Based

Oosting；ABC）について質問してみた。それは，

このような手法に日本企業の原価計算担当者が関

心をもっているかどうかを知ることが第１の日的

であり，第２にはどのような手法を使用している

かどうかを探るためである。

もちろん，この原価計算調査の対象となった企

業は，［11[按原llli計算を採川している企業一結果

的には18社の企業は採卜Mしていなかったが……－

であるので，製造間接費の配賦方法に特徴がある

活動雑準原価計算の状況を知るのには不適切かも

しれない。しかし，直接原llli計算を採用している

企業では，全部原価計算も行なっているのが通例

であるから，このような目的に対してなんらかの

価Ｉｒ１ｊがjiLい１１}せると思ったからである。

まず，アンケートの項目に入る前に，つぎのよ

うな説|ﾘ}を行なった。「現在，米国では活動基準

原価計算（activity-basedcosting）と呼ばれる

ものが，新しい原,価計算方式として論議の対象に

なっています。これは製造間接費の製品への配賦

をさまざまな原価作用因によって行なうというも

のです。たとえば，検査，マテハン，設計費の原

価作I111ikl（|M1賦４，L準）は生産1F1数，発送費は受注

,Hillの発送|ＴＩＩ数，臓人部門費は受注'１７１数，梱包費は

製品梱包数などを用います。それ以外の原価作用

因としては，それぞれの賛１１]の性格によって顧客

数，部品数，電話回数などを用います｡」
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そして，「貴社では，このような原価計算方式

に関心がありますか」と質問したら，つぎのよう

な結果を得た。右側の数字は回答企業数である。

(1)おおいに関心がある（５社）

(2)少し関心がある（17社）

(3)関心がない（31社）

(4)その他（具体的に； ）（２社）

算する必要はない（31社）

(4)この方法それ自体に疑問がある（２社）

(5)現在の方法が合理的で，あまり問題がない

（11社）

以上のような結果からも明らかなように，日本

企業ではこの「活動基準原価計算」に対してはあ

まり関心がないようである。しかし，間接費の配

賦方法そのものには関心をもっている。したがっ

て，正しい製品原価計算への要求と，労力および

コストのトレード。オフの問題になる。とくに，

間接費は総額で回収できればよいとする考えは，

日本企業のなかでは根強いと思われる。それに，

現在のようなコンピュータによる原価計算方法を

変えるのには，かなりの時間とコストが必要であ

ることもひとつの要因になっていると思う。

活動基準原,価計算は，ハーバード大学の二人の

教授RobinCooperとRobertS・Kaplanによっ

て提唱されたものであり，その基本的な特徴は，

従来の原･価計算における間接費の製品への配賦が

作業時間とか機械時間によって行なっていたもの

を，より細分して厳密化しようとする点にある(1)。

そのさい，製造間接費をその性格によって区分

し，それぞれに適・切な配賦基準を使用するという

ものである。この配賦縫準がコスト・ドライバー

(CostDrivers）と呼ばれるものであり，その原

価作川因となるものが活動ないしは取引に求める

のでこのような名称がつけられている(2)。

しかし，このような方法は当然に労力とコスト

がかかるので，それを上回るような便益がなけれ

ばならない。活動基準原価計算を主唱する論文は，

これから得られるメリット－正しい製品原価の

算:定により，プロダクト・ミックス，プロダクト・

ラインの決定などに役立つ－を強調する。たし

かに，この原価計算方法の実際企業への適用例が

発表されているが，アメリカの企業でどの程度ま

で利|Ｍされているのかというデータはない。そし

て，われわれからみると，これは彼等のいうよう

な画期的な原Iilli計算方法ではなく，従ﾙﾐの原価計

算における間接費の配賦についての改善案にすぎ

ないようにみえる。しかも，正確な製品別計算が

璽要で，それが経営の意思決定に革新的なメリッ

トをもたらすという前提があってこそ認められる

のである。

ここでの回答企業は直接原価計算を採用してい

ない会社も含んでいるので，回答数59社のうち５５

社が記入した内容である。関心がないと回答した

企業の比率（56％）が，関心があるとした比率

(40％）を上回っている。「その他」に記入したの

は２社あったが，「関心は多少あるが，労力とコ

ストがかかりすぎると思う」という意見と，「当

社では実施している」というものであった。

つぎに，上の質問で(1)の「おおいに関心がある」

と回答した企業に対して「このような原,価計算方

式にどうして関心がありますか」と質問し，つぎ

のような項目から答えて貰った（複数回答'Ｊ１)。

(1)現在の間接費の製品への配賦方法には問題が

あるから（12社）

(2)この方式の間接費の配賦方法は合理的である

と思うから（５社）

(3)この方式を採用しても，あまり労力とコスト

はかからないと思うから（１社）

(4)その他（具体的に； ）（６社）

「その他」に回答した企業の内容を示すとつぎ

のようになっている。

。間接費の管理に有効であるから

。間接費配賦の一方法として考慮に値する

。配賦をより緒度の高いものにする

つぎに，前の質問で(3)の「関心がない」という

項目に同答した企業に対して「このような原価計

算方式に関心をもたれない理,÷|，（複数１１，を教え

て下さい」と質問し，つぎのような項目を掲げた。

(1)現在のシステムでは，この方法は採川できな

い（10社）

(2)この方式は労力とコストがかかる（'2社）

(3)間接費は総額でk１１収できればよく，このよう

な配賦方法まで採用して,,弍確な製品原価を計
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とからみても，いかにバイアスが大きいかがわか

ると思う。

しかし，直接原価計算を採用している企業を対

象として，これほど詳細な調査をしたものはこれ

までわが岡にはない。調査の対象企業数は41社で

あったが，わが国の採用状況からすれば十分な大

きさであり，これ以上の回答が得られたとしても

結果は同じであったと思われる。

直接原価計算がわが国に普及した昭和30年代と

比較すると採用企業数は減少しているようにみえ

る。それは企業経営協会の調査と，最近数年間に

行なわれたものと比較すれば明らかである。しか

し，この調査で「以前は直接原価計算を採用して

いたが，今はしていない」と回答した企業が皆無

だったのは，どのように判断すればよいのであろう

か。その当時の原lilli計算の実状を知る人間がいなく

なっているからと単純に考えてよいのであろうか。

たしかに，昭和30年代の後半には日本企業では

最初の原価計算ブームがあったことは事実である

し，直接原I1Ii計算の手法も広く浸透したと思われ

る。しかし，それは企業全体のレベルー今回の

調査でいえば，重役会のレベルで－ではなくて

原価計算セクションの範囲で臨時的に行なわれる

ものが大部分だったのではないだろうか。したがっ

て,これらの調査を比較して,直接原価計算の意義

は薄れてきたと判断することは妥当でないだろう。

ＡＢＣと呼ばれる活動蕊準原価計算はアメリカ

では熱っぽい議論が展開されているにもかかわら

ず，日本企業の原価計算担当者の反応はクールで

ある。これは本文でも述べたように，直接原価計

算を採用している企業が対象になっていることも

加味しなければならないが，筆者の知る限りこの

ような手法を採用している実例を示したものを見

たことはない。もちろん，日本企業の実務家はこ

のような手法を現在では知らないので，将来どの

ようになるかは予測できないが………ｏ 

ｒ没後に，この実態調査のために資料を提供して

いただいた日本大学会計学研究所，とりわけ調査

にたずさわった高橋史安助教授に感謝の意を表し

たい。もちろん，この調査に協力していただいた

企業の会計担当者の方には深謝する。

（本稿は平成３年度の法政大学特別研究助成金

によるものである）

(1)最近，彼等が出版した「DesignofCost

ManagementSystems：Text，cases，and 

Readings」の内容からＡＢＣの基本的な性格をイ

ンタビューで述べたものとして，つぎのものが参

考となる。

ｃｆＫｉｎｇ，AlfrodM.，TheCurrcnLStaLusoI 

ActiviLy-BasedCosting：ＡｎｌｎｔｅｒｖｉｅｗｗｉＬｈ 

ＲｏｂｉｎＣｏｏｐｅｒａｎｄＲｏｂｅｒｔＳＫａｐｌａｎ,Manage-

mentAccunting,September1991,ｐｐ、２２－２６．

（２）たとえば，つぎの論文で間接費を配賦するコ

スト・ドライバーの例があげられており，活動基

準原Iilli計算を実施するステップが示されている。

cfHaedicke，JackandDavidFeil，Hughes 

AircraftSetsLheStandard｢orABOM[anage-

menLAccountingFebruary1991,ｐｐ、２９－３３．

おわりに

企業の原価計算に関する実態調査は，財務会計

のそれと比較するとかなりバイアスが生じやすい

状Ｊ１lにある。それは，大部分の製造業では原価計

算は工場にまかせており，本社経理部では財務会

計に必要な最終的な数字を受け取るだけになって

いるからである。もちろん，メーカーの場合，綴

理コースを歩む新人社員は工場の原llli計算から||｝

発するケースが多いし，本社と工場の経理マンの

配置転換もなされている。

しかし，本社の経理マンは自分の企業のすべて

の.[:場で原価計算を経験できるわけではないし，

いわんや最近の工場における原価計算の実態を詳

細に知ることはできない。これは企業規模が人き

くなればなるほど，その傾向は強くなるであろう。

このような状況にあるにもかかわらず，われわ

れが実施する原価計算の実態調査は，一般に本社

宛に郵送され，そこで記入されたものが向収され

る。ここにバイアスが生じる原因がある。第１は

記入肯が，数多くある工場のうちどれを対･象にし

て回答したかであり，第２はその工場の実態およ

び問題点を正しく把握しているかどうかである。

本稿でとりあげた実態調査でも，他の調査で直接

原価計算を採用していると回答した企業だけを対

象としたにもかかわらず，実際には20％の企業が

直接原鰄価計算を採用していないと回答しているこ
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